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地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況（単位：百万円）
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計

公債費負担の状況 将来負担の状況

合計

合計

実質公債費比率
（(Ａ)－((Ｂ)＋(Ｄ))）／（(Ｃ)－(Ｄ)）×１００

(単年度) 17.4 15.5

(3ヵ年平均) 17.6 16.8 15.5

13.7

295,985,441 306,830,913 301,270,190

47,513,121 将来負担比率 183.5 400.0

- - -

15.5

債
務
負
担
行
為

PFI事業に係るもの - -

利子補給に係るもの

348,783,311 実質公債費比率

-連結実質赤字比率

344,214,490 354,050,148

地方公務員等共済組合に係るもの 456,924 458,331 445,977

-社会福祉法人の施設建設費に係るもの

その他上記に準ずるもの - - - -

引き受けた債務の履行に係るもの - - -

いわゆる五省協定等に係るもの - -

- -

-

損失補償・債務保証の履行に係るもの - -

-

実質赤字比率 - 3.75 5.00 その他第三セクター等に係る将来負担額 17,654 31,02626,934

- -

(Ｃ)－(Ｄ)

特定財源の額 (Ｂ) 4,631,766 2,774,798 1,337,064

標準財政規模 (Ｃ)

-

25.0 35.0

8.75 15.00

算入公債費等の額 (Ｄ) 48,229,049 47,219,235

-

- - - -

-

-

将来負担比率（(Ｅ)－(Ｆ)）／（(Ｃ)－(Ｄ)）×１００ 198.8 183.2 183.5

土地開発公社に係る将来負担額

その他の会計

663,882,738 691,146,079

558,405,051

-

-
公社・

三セク等
健全化判断比率 平成23年度 早期健全化基準 財政再生基準

-地方道路公社に係る将来負担額

-

-

-

- --

0.0

充当可能基金 

10,436,310 3.5

-36,360,843 55,390,535 64,489,172 21.4 その他上記に準ずるもの

- -

港湾施設整備事業特別会計 - - -

電気事業会計

-

-

--平成22年度

合計

4.9

国営土地改良事業・森林総合研究所等が行う事業に係るもの - - - -

- 充当可能特定歳入 5.5

0.1

11,703,128 12,065,421

工業用水道事業会計 10,642,608

充当可能
財源等

(Ｆ) 614,498,490

基準財政需要額算入見込額 

14,697,808

610,226,296 202.6

19,732,596 17,089,832 16,430,611

10,384,478591,402,371
企業債等

繰入見込額

病院事業会計

(Ａ) 104,441,946

-平成23年度 分母比

97,567,764 89,974,711

内訳 平成21年度 (Ｅ)

-- 社会福祉法人の施設建設費に係るもの- - -

組合等連結実質赤字額負担見込額 

1,203,206,078 1,226,083,187 -

元利償還金 102,178,790 95,399,242

22,345,736 25,134,118満期一括償還地方債に係る年度割相当額 - -準
元
利
償
還
金

減債基金積立不足算定額

0.0

-

-

203,229,709 67.5 地方公務員等共済組合に係るもの 8,283,236

依頼土地の買い戻しに係るもの -

森林総合研究所等が行う事業に係るもの1,599,550

31,026

 公営企業債の元利償還金に対する繰入金 1,806,232

 組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金等

-

債務負担行為に基づく支出額（公債費に準ずるもの） 456,924

一時借入金の利子

-

- -

- -

-

-

1,710,191

458,331

-

0.5

87,929,184 29.2 将来負担額

17,654 26,934

-

連結実質赤字額 

0.1

204,168,946

-

- 8,286,813

-

- -

退職手当負担見込額 202,445,307

設立法人等の負債額等負担見込額 

-

445,977

-組合等負担等見込額 

22,449,899公営企業債等繰入見込額 

- - -

970,114,145 991,150,595 1,008,090,365

債務負担行為に基づく支出予定額 8,283,236

平成23年度 分母比 内訳

　※地方公共団体が①25%以上出資している法人又は②財政支援を行っている法人を記載している。

分母比

1,244,121,907

損失補償・債務保証の履行に係るもの

引き受けた債務の履行に係るもの

PFI事業に係るもの

-

- -

7,636,689 2.5 いわゆる五省協定等に係るもの - -

334.6

債
務
負
担
行
為

国営土地改良事業に係るもの

-- - - -

- - -

- -8.3

一部事務組合等

平成22年度 平成23年度平成21年度区分 平成21年度 平成22年度

実質公債費比率　　（千円・％） 将来負担比率　　（千円・％）

区分

- -

-

- -

-

8,286,813

-

分母比

-

2.5

-

- -

- -

-

7,636,689

一般会計等に係る地方債の現在高 

平成21年度 平成22年度 平成23年度

　※地方公共団体財政健全化法に基づき将来負担比率の算定対象となっている法人については、○印を付与している。

地方公社・第三セクター等

資金剰余額
/不足額

（実質収支）

他会計等
からの
繰入金

左のうち
一般会計等
負担見込額

企業債
（地方債）
現在高

一部事務組合等名
総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

公営企業会計等

備考

連結実質赤字額

-11,037

工業用水道事業会計 1,442

（公）愛媛県立医療技術大学 126 1,335

法適用企業

電気事業会計 2,305 2,045 260

病院事業会計 38,233 36,705 1,528

‐8,810

3,744 3,902

2,947

22,303

‐

1,173

‐

269 3,864 2

港湾施設整備事業特別会計 475 88 387 482 ‐ 207

‐

‐ 法適用企業

‐14,698

‐4,089 ‐ ‐ 法適用企業

備考
愛媛県土地開発公社 ▲ 37 307

‐

‐

他会計等
からの
繰入金

企業債
（地方債）
現在高

左のうち
一般会計等
繰入見込額

資金不足
比率

‐ ‐

3

‐ ‐

‐‐

‐

愛媛県住宅供給公社 ‐ 23 10 ‐ ‐ ‐

‐

‐

‐

‐1,285 6854

645 256

資金剰余額
/不足額

（実質収支）

‐ ‐

‐ ‐

- 愛媛エフ・エー・ゼット（株） 20 3,481

　※一般会計等（純計）は、各会計の相互間の繰入・繰出等の重複を控除したものであり、各会計の合計と一致しない場合がある。

会計名
総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

30

401公営企業会計等の財政状況（単位：百万円） 南レク（株） 13 536

404

一般会計等（純計） 604,925 591,796 13,166 2,340 1,008,090 936

松山観光港ターミナル（株）

‐ ‐ ‐

‐ ‐‐ ‐

5 136 5 ‐

785

‐ ‐

‐ ‐ ‐

300

‐

‐

（公財）愛媛県暴力追放推進センター

‐‐

‐ ‐

‐実質赤字額 3003,573

‐ ‐

松山空港ビル（株） 18

公債管理特別会計 109,853 109,853 ‐ - 86,752 ‐

‐ ‐

‐

‐

- 178 10 ‐▲ 29

665

（公財）愛媛県動物園協会

2,786

（公財）愛媛県埋蔵文化財センター

奨学資金 1,262 575 688

自動車集中管理（重複会計） 21 44

45 47（社）愛媛県園芸振興基金協会

‐

（財）えひめ海づくり基金 11 ‐ ‐ ‐ ‐

‐‐ 514公共用地整備事業 369 1,536 2,113

‐ ‐ ▲ 4 713

▲ 23 ▲ 23

用品調達（重複会計） 306 306 ‐ -

‐

‐ ‐

20沿岸漁業改善資金 201 5 196 - ‐ 1,430 124 ‐ 3911 18

‐

‐ ‐

（公財）えひめ農林漁業担い手育成公社 4

（公財）愛媛の森林基金 1,093▲ 4

‐

- ‐400 200 ‐

‐

‐

‐

‐

‐

358 44 314 - 1,000 5（公財）愛媛県国際交流協会2 ‐

17

1,546

▲ 13 2,9861,826 1,826 -‐

農業改良資金 431 372 58 ‐7,568

林業改善資金

177 2,432 ▲ 2,255

1,507 ‐

-

▲ 2,255 95 1,127

2

79

▲ 2 46（公財）伊方原子力広報センター

（公財）えひめ産業振興財団

‐

‐

157

県有林経営事業

国営農業水利事業負担金

一般会計 636,995 625,963 11,032

8 ‐

350 ‐（財）愛媛県廃棄物処理センター

25

中小企業振興資金 1,772 ▲ 91875 897

4,618 （公財）愛媛県文化振興財団‐

3- ‐ 11,445

‐

994,847

‐

平成23年度平成23年度平成23年度平成23年度 愛媛県愛媛県愛媛県愛媛県

一般会計等の財政状況（単位：百万円）

会計名 歳入 歳出

52

形式収支 実質収支

975 500

（財）えひめ女性財団 3 1,037 1,000

（財）愛媛県スポーツ振興事業団

純資産又は
正味財産

‐‐

‐母子寡婦福祉資金 453 307 146 - ‐

‐災害救助基金 8

他会計等
からの
繰入金

地方債
現在高

▲ 2

備考 地方公社・第三セクター等名 経常損益
当該団体
からの
出資金

‐ ‐

‐ ‐- 8 ‐

▲ 6

‐‐

950

‐ ‐

11,087

‐

‐

（公財）松山観光コンベンション協会

‐

備考

‐ ‐ ‐

当該団体
からの
貸付金

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

当該団体から
の損失補償に
係る債務残高

一般会計等
負担見込額

‐

当該団体
からの
補助金

1,216 ‐‐‐

554 150 ‐ ‐

‐

‐

▲ 1

1,807 1,200 ‐
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